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府中市国民保護計画の修正における新旧対照表 

該当頁 新（修正案） 旧（現行） 

Ｐ４ 

目次 

第５編 大規模なテロ等（緊急対処事態）への対処  １０２ 

第１章 初動対応力の強化    １０４ 

第５編 緊急対処事態（大規模テロ等）への対処  １０２ 

第１章 初動対応力の強化    １０４ 

Ｐ６ 

第１編第４章 

(１) 地形 

府中市は、首都東京の副都心新宿から西方約２２キロに位置し、市の

中心はおおむね東経１３９度２８分４０秒、北緯３５度４０分０８秒に

あり、東は調布市及び三鷹市、西は国立市、南は多摩市及び稲城市、北

は小金井市及び国分寺市に接している。 

「東西８．７５キロメートル、南北６．７０キロメートル、面積２９．

４３平方キロメートル」の地形は、市の南端を流れる多摩川から北へ１．

７キロメートルにわたって海抜約４０メートルの平坦地が広がり、東西

に走る平均約６～７メートルの崖線から北へ約２．５キロメートルにわ

たって立川段丘が広がっている。この段丘は西端が海抜７０メートルあ

り、東端が海抜４０メートルで、市内でもっとも高いところは武蔵台３

丁目の海抜約８０メートルである。 

(１) 地形 

府中市は、首都東京の副都心新宿から西方約２２キロに位置し、市の

中心はおおむね東経１３９度２８分５２秒、北緯３５度３９分５６秒に

あり、東は調布市及び三鷹市、西は国立市、南は多摩市及び稲城市、北

は小金井市及び国分寺市に接している。 

「東西８．７５キロメートル、南北６．７９キロメートル、面積２９．

３４平方キロメートル」の地形は、市の南端を流れる多摩川から北へ１．

７キロメートルにわたって海抜約４０メートルの平坦地が広がり、東西

に走る平均約６～７メートルの崖線から北へ約２．５キロメートルにわ

たって府中段丘が広がっている。この段丘は西端が海抜７０メートルあ

り、東端が海抜４０メートルで、市内でもっとも高いところは武蔵台３

丁目の海抜８２メートルである。 

Ｐ６ 

第１編第４章 

(２) 気候 

府中市の平成 28 年の平均気温（℃）及び降水量（㎜）は次のとおり

である。 

 

年間平均気温は 15.8℃、年間総雨量は 1,608 ㎜である。（観測地点：府中市晴見町） 

 

(２) 気候 

府中市の平成 18 年の平均気温（℃）及び降水量（㎜）は次のとおり

である。 

 

年間平均気温は 15.4℃、年間総雨量は 1,854 ㎜である。（観測地点：府中市晴見町） 
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該当頁 新（修正案） 旧（現行） 

Ｐ７ 

第１編第４章 

(３) 面積・人口 

＜地目別土地面積＞ 

 

＜世帯と人口（住民基本台帳及び外国人登録者原票人口）＞（平成 29

年 1 月 1 日現在） 

 

(３) 面積・人口 

＜地目別土地面積＞ 

 

＜世帯と人口（住民基本台帳及び外国人登録者原票人口）＞（平成 19

年 1 月 1 日現在） 

 

Ｐ７ 

第１編第４章 

(６) 自衛隊施設等 

自衛隊施設は、浅間町１丁目に、航空自衛隊府中基地（航空支援集団

司令部等）が所在している。  

(６) 自衛隊施設等 

自衛隊施設は、浅間町１丁目に、航空自衛隊府中基地（航空総隊司令

部等）が所在している。  

Ｐ１０ 

第１編第５章 

２ 緊急対処事態  

市国民保護計画においては、緊急対処事態（＊）として、都国民保護計

画において想定されている以下に掲げる４類型を対象とする。 

また、市国民保護計画では、世界の首都や大都市で大規模なテロが多

く発生している状況や、国内外の注目が集まる２０２０年東京オリンピ

ック・パラリンピック競技大会への危機管理の視点を踏まえ、緊急対処

事態への対処を重視していく。 

(１) 危険物質を有する施設への攻撃 

 

 

① 原子力事業所等の破壊が行われた場合、大量の放射性物質等が放

出され、周辺住民が被ばくするとともに、汚染された飲食物を摂取

２ 緊急対処事態  

市国民保護計画においては、緊急対処事態（＊）として、都国民保護計

画において想定されている以下に掲げる４類型を対象とする。 

（追加） 

(１) 攻撃対象施設等による分類 

① 危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻撃が行われる

事態 

ア 原子力事業所等の破壊 

原子力事業所等の破壊が行われた場合、大量の放射性物質等が



- 3 - 

該当頁 新（修正案） 旧（現行） 

した住民が被ばくする（都内には原子力事業所は存在しない。）。 

 

 

② 石油コンビナート及び可燃性ガス貯蔵施設等が爆破された場合、

爆発及び火災の発生により住民に被害が発生するとともに、建物、

ライフライン等が被災し、社会経済活動に支障が生ずる（都内には

石油コンビナートは存在しない。）。 

③ 危険物積載船への攻撃が行われた場合、危険物の拡散による沿岸

住民への被害が発生するとともに、港湾及び航路の閉塞、海洋資源

の汚染等社会経済活動に支障が生ずる。 

 

④ ダムの破壊が行われた場合、下流に及ぼす被害（水害）は多大な

ものとなる。 

 

(２) 大規模集客施設等への攻撃 

 

 

大規模集客施設（ターミナル駅、劇場、大規模な商業施設など）や列

車等の爆破が行われた場合、爆破による人的被害が発生し施設が崩壊し

た場合には人的被害は多大なものになる。 

(３) 大量殺傷物質による攻撃 

 

 

「ＮＢＣを使用した攻撃」（次頁）と同様の被害を発生させる。 

 

 

 

 

放出され、周辺住民が被ばくするとともに、汚染された飲食物を

摂取した住民が被ばくする（都内には原子力事業所は存在しな

い。）。 

イ 石油コンビナート・可燃性ガス貯蔵施設等の爆破 

石油コンビナート及び可燃性ガス貯蔵施設等が爆破された場

合、爆発及び火災の発生により住民に被害が発生するとともに、

建物、ライフライン等が被災し、社会経済活動に支障が生ずる。 

ウ 危険物積載船への攻撃 

危険物積載船への攻撃が行われた場合、危険物の拡散による沿

岸住民への被害が発生するとともに、港湾及び航路の閉塞、海洋

資源の汚染等社会経済活動に支障が生ずる。 

エ ダムの破壊 

ダムの破壊が行われた場合、下流に及ぼす被害（水害）は多大

なものとなる。 

② 多数の人が集合する施設、大量輸送機関等に対する攻撃が行われ

る事態 

大規模集客施設・ターミナル駅等の爆破、列車等の爆破 

大規模集客施設（ターミナル駅、劇場、大規模な商業施設など）や列

車等の爆破が行われた場合、爆破による人的被害が発生し施設が崩壊し

た場合には人的被害は多大なものになる。 

(２) 攻撃手段による分類 

① 多数の人を殺傷する特性を有する物質等による攻撃が行われる

事態 

「ＮＢＣを使用した攻撃」と同様の被害を発生させる。 

ア ダーティボム等の爆発による放射性物質の拡散 

イ 炭疽菌等生物剤の航空機等による大量散布 

ウ 市街地等におけるサリン等化学剤の大量散布 

エ 水源地に対する毒素等の混入 
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該当頁 新（修正案） 旧（現行） 

(４) 交通機関を破壊手段としたテロ 

 

① 航空機等による自爆テロが行われた場合、主な被害は施設の破壊

に伴う人的被害であり、施設の規模によって被害の大きさが変わ

る。 

② 攻撃目標の施設が破壊された場合、周辺にも大きな被害が発生す

るおそれがある。 

② 破壊の手段として交通機関を用いた攻撃が行われる事態 

航空機等による多数の死傷者を伴う自爆テロ 

ア 航空機等による自爆テロが行われた場合、主な被害は施設の破

壊に伴う人的被害であり、施設の規模によって被害の大きさが変

わる。 

イ 攻撃目標の施設が破壊された場合、周辺にも大きな被害が発生

するおそれがある。 

Ｐ１１ 

第１編第５章 

③ 爆発、火災等の発生により住民に被害が発生するとともに、建物、

ライフライン等が被災し、社会経済活動にも支障が生ずる。 

ウ 爆発、火災等の発生により住民に被害が発生するとともに、建

物、ライフライン等が被災し、社会経済活動にも支障が生ずる。 

Ｐ１２ 

第２編第１章 

【市の各部における平素の業務】 

 

【市の各部における平素の業務】 
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Ｐ１３ 

第２編第１章 

 

※ 国民保護に関する業務の総括、各部間の調整、企画立案等につい

ては、行政管理部長等の国民保護担当責任者が行う。 

※ 武力攻撃事態における業務の準備を、各部平素の業務の中で行

う。 

 

※ 国民保護に関する業務の総括、各部間の調整、企画立案等につい

ては、環境安全部長等の国民保護担当責任者が行う。 

※ 武力攻撃事態における業務の準備を、各部平素の業務の中で行

う。 

Ｐ１４ 

第２編第１章 

(２) ２４時間即応体制の確保 

市は、武力攻撃等が発生した場合において、事態の推移に応じて速や

かに対応する必要があるため、東京消防庁（府中消防署）との間で構築

されている情報連絡体制を踏まえて当番制等の強化を行うなど、速やか

に市長及び防災危機管理課職員に連絡が取れる２４時間即応可能な体

制を確保する。 

(２) ２４時間即応体制の確保 

市は、武力攻撃等が発生した場合において、事態の推移に応じて速や

かに対応する必要があるため、東京消防庁（府中消防署）との間で構築

されている情報連絡体制を踏まえて当番制等の強化を行うなど、速やか

に市長及び防災課職員に連絡が取れる２４時間即応可能な体制を確保

する。 

Ｐ１４ 

第２編第１章 

【事態の状況に応じた初動体制の確立】 

 

【事態の状況に応じた初動体制の確立】 
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Ｐ１５ 

第２編第１章 

【職員参集基準】 

 

(４) 部長職職員等への連絡手段の確保 

市の部長職職員及び防災危機管理課職員は、常時、参集時の連絡手段

として、携帯電話等を携行し、電話・メール等による連絡手段を確保す

る。 

(５) 部長職職員等の参集が困難な場合の対応 

市の部長職職員及び防災危機管理課職員が、交通の途絶、職員の被災

などにより参集が困難な場合等も想定し、あらかじめ、参集予定職員の

次席の職員を代替職員として指定しておくなど、事態の状況に応じた職

員の参集手段を確保する。 

なお、市国民保護対策本部長（以下「市対策本部長」という。）、市国

民保護対策副本部長（以下「市対策副本部長」という。）及び市国民保護

対策本部員（以下「市対策本部員」という。）の代替職員については、以

下のとおりとする。 

【市対策本部長、市対策副本部長及び市対策本部員の代替職員】 

 

(６) 本部の代替機能の確保 

市は、市国民保護対策本部（以下「市対策本部」という。）が被災した

場合等、市対策本部を市庁舎内に設置できない場合に備え、市対策本部

【職員参集基準】 

 

(４) 部長職職員等への連絡手段の確保 

市の部長職職員及び防災課職員は、常時、参集時の連絡手段として、

携帯電話等を携行し、電話・メール等による連絡手段を確保する。 

 

(５) 部長職職員等の参集が困難な場合の対応 

市の部長職職員及び防災課職員が、交通の途絶、職員の被災などによ

り参集が困難な場合等も想定し、あらかじめ、参集予定職員の次席の職

員を代替職員として指定しておくなど、事態の状況に応じた職員の参集

手段を確保する。 

なお、市対策本部長、市対策副本部長及び市対策本部員の代替職員に

ついては、以下のとおりとする。 

 

 

【市対策本部長、市対策副本部長及び市対策本部員の代替職員】 

 

 

 

 

 

(６) 本部の代替機能の確保 

市は、市対策本部が被災した場合等、市対策本部を市庁舎内に設置で

きない場合に備え、市対策本部の予備施設を次のとおり指定する。 
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の予備施設を次のとおり指定する。 

 

(７) 職員の所掌事務 

市は、(３)①～④の体制ごとに、参集した職員の行うべき所掌事務を

定める。 

(８) 交代要員等の確保 

市は、防災に関する体制を活用しつつ、市対策本部を設置した場合に

おいてその機能が確保されるよう、以下の項目について定める。 

 

① 交代要員の確保その他職員の配置 

② 食料、燃料等の備蓄 

 

 

(７) 職員の所掌事務 

市は、(３)①～④の体制ごとに、参集した職員の行うべき所掌事務を

定める。 

(８) 交代要員等の確保 

市は、防災に関する体制を活用しつつ、市国民保護対策本部（以下「市

対策本部」という。）を設置した場合においてその機能が確保されるよ

う、以下の項目について定める。 

① 交代要員の確保その他職員の配置 

② 食料、燃料等の備蓄 

Ｐ１６ 

第２編第１章 

【国民保護法における国民の権利利益の救済に係る手続項目一覧】 

 

【国民保護法における国民の権利利益の救済に係る手続項目一覧】 

 

Ｐ１８ 

第２編第１章 

(２) 医療機関との連携 

市は、事態発生時に医療機関の活動が速やかに行われるように、都と

協力して、災害拠点病院、救命救急センター、医師会等との連絡体制を

確認するとともに平素からの意見交換や訓練を通じて、緊急時の医療ネ

ットワークと広域的な連携を図る。 

また、特殊な災害への対応が迅速に行えるよう（公財）日本中毒情報

センター等の専門的な知見を有する機関との連携に努める。 

(２) 医療機関との連携 

市は、事態発生時に医療機関の活動が速やかに行われるように、都と

協力して、災害拠点病院、救命救急センター、医師会等との連絡体制を

確認するとともに平素からの意見交換や訓練を通じて、緊急時の医療ネ

ットワークと広域的な連携を図る。 

また、特殊な災害への対応が迅速に行えるよう（財）日本中毒情報セ

ンター等の専門的な知見を有する機関との連携に努める。 
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Ｐ２０ 

第２編第１章 

１ 基本的考え方  

(１) 情報収集・提供のための体制の整備 

市は、武力攻撃等の状況、国民保護措置の実施状況、被災情報その他

の情報等を収集又は整理し、関係機関及び住民に対しこれらの情報の提

供等を適時かつ適切に実施するための体制を整備する。 

また、市は、国（官邸）から国民保護情報などの緊急情報を送信する、

緊急情報ネットワークシステム（Em-Net）を導入している。 

１ 基本的考え方  

(１) 情報収集・提供のための体制の整備 

市は、武力攻撃等の状況、国民保護措置の実施状況、被災情報その他

の情報等を収集又は整理し、関係機関及び住民に対しこれらの情報の提

供等を適時かつ適切に実施するための体制を整備する。 

（追加） 

Ｐ２１ 

第２編第１章 

(２) 防災行政無線の整備 

市は、武力攻撃事態等における迅速な警報の内容の伝達等のため、防

災行政無線の整備を図る。 

東京都防災行政無線及び府中市防災行政無線、緊急情報ネットワーク

システム（Em-Net）、全国瞬時警報システム（J-ALERT）（※）、総合行政

ネットワーク（LGWAN）等の公共ネットワークの的確な管理・運営を

行う。 

(２) 防災行政無線の整備 

市は、武力攻撃事態等における迅速な警報の内容の伝達等に必要とな

る同報系その他の防災行政無線の整備を図る。 

同報系防災行政無線の整備に当たっては、国による全国瞬時警報シス

テム（J-ALERT）（※）の開発・整備の検討を踏まえる。 

Ｐ２２ 

第２編第１章 

３ 安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備  

(１) 安否情報収集のための体制整備 

市は、武力攻撃事態等における安否情報の収集・提供システム（以下

「安否情報システム」という。）を適切に運用するとともに、効率的かつ

安定的な安否情報の収集及び提供を行うために、必要な研修・訓練を行

っておく。 

３ 安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備  

(１) 安否情報収集のための体制整備 

市は、安否情報（以下参照）を円滑に収集、整理、報告及び提供する

ことができるよう、安否情報の収集、整理及び提供の責任者をあらかじ

め定め、必要な研修・訓練を行っておく。 
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Ｐ２３ 

第２編第１章 

【収集・報告すべき情報】 

 

【収集・報告すべき情報】 

 

Ｐ２４ 

第２編第１章 

(２) 安否情報の収集に協力を求める関係機関の把握 

 

(２) 安否情報の収集に協力を求める関係機関の把握 

 

Ｐ２７ 

第２編第１章 

(３) 訓練に当たっての留意事項 

① 国民保護措置と防災上の措置との間で相互に応用が可能な項目

については、国民保護措置についての訓練と防災訓練とを有機的に

連携させる。 

② 国民保護措置についての訓練の実施においては、住民の避難誘導

(３) 訓練に当たっての留意事項 

① 国民保護措置と防災上の措置との間で相互に応用が可能な項目

については、国民保護措置についての訓練と防災訓練とを有機的に

連携させる。 

② 国民保護措置についての訓練の実施においては、住民の避難誘導
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や救援等に当たり、町内会・自治会の協力を求めるとともに、特に

高齢者、障害者等の要配慮者への的確な対応が図られるよう留意す

る。 

や救援等に当たり、町内会・自治会の協力を求めるとともに、特に

高齢者、障害者その他特に配慮を要する者への的確な対応が図られ

るよう留意する。 

Ｐ２８ 

第２編第２章 

【市において集約・整理すべき基礎的資料】 

 

【市において集約・整理すべき基礎的資料】 

 

Ｐ２９ 

第２編第２章 

(３) 高齢者、障害者等の要配慮者への配慮 

市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障害者等自ら避難する

ことが困難な者の避難について、自然災害時への対応として作成する避

難支援プランを活用しつつ、要配慮者の避難対策を講じる。 

その際、避難誘導時において、災害・福祉関係部課を中心とした横断

的な「要配慮者対策班」を迅速に設置し、都の要配慮者対策統括部との

連携した対応ができるよう職員の配置に留意する。 

(３) 高齢者、障害者等災害時要援護者への配慮 

市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障害者等自ら避難する

ことが困難な者の避難について、自然災害時への対応として作成する避

難支援プランを活用しつつ、災害時要援護者の避難対策を講じる。 

その際、避難誘導時において、災害・福祉関係部課を中心とした横断

的な「災害時要援護者対策班」を迅速に設置し、都の災害要援護者対策

総括部との連携した対応ができるよう職員の配置に留意する。 
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また、東京消防庁は、要配慮者が正しい情報や支援を得て、適切に避

難等の行動が取れるよう支援する。 

また、東京消防庁は、災害時要援護者が正しい情報や支援を得て、適

切に避難等の行動が取れるよう支援するため「消防のふれあいネットワ

ークづくり」を活用することとしている。 

Ｐ２９ 

第２編第２章 

２ 避難実施要領のパターンの作成  

市は、都による支援を受け、関係機関（教育委員会など市の各執行機

関、消防、警察、自衛隊等）と緊密な意見交換を行いつつ、総務省消防

庁が作成するマニュアルを参考に、季節の別（特に冬期間の避難方法）、

買い物客や観光客及び昼間人口の存在、混雑や交通渋滞の発生状況、高

齢者、障害者、乳幼児・妊産婦等の要配慮者避難方法等について配慮し、

複数の避難実施要領のパターンをあらかじめ作成する。 

２ 避難実施要領のパターンの作成  

市は、都による支援を受け、関係機関（教育委員会など市の各執行機

関、消防、警察、自衛隊等）と緊密な意見交換を行いつつ、総務省消防

庁が作成するマニュアルを参考に、季節の別（特に冬期間の避難方法）、

買い物客や観光客及び昼間人口の存在、混雑や交通渋滞の発生状況、高

齢者、障害者、乳幼児・妊産婦等の避難方法等について配慮し、複数の

避難実施要領のパターンをあらかじめ作成する。 

Ｐ３１ 

第２編第２章 

≪緊急物資等の配送の概要≫ 

 

≪緊急物資等の配送の概要≫ 
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Ｐ３２ 

第２編第２章 

【生活関連等施設の種類及び所管省庁等】 

 

【生活関連等施設の種類及び所管省庁】 

 

Ｐ３４ 

第２編第３章 

２ 市が管理する施設及び設備の整備及び点検等  

(２) ライフライン施設の機能の確保  

市は、その管理する下水道施設等のライフライン施設について、自然

災害に対する既存の予防措置を活用しつつ、系統の多重化、拠点の分散、

代替施設の整備等による代替性の確保に努める。 

２ 市が管理する施設及び設備の整備及び点検等  

(２) ライフライン施設の機能の確保  

市は、その管理する上下水道施設等のライフライン施設について、自

然災害に対する既存の予防措置を活用しつつ、系統の多重化、拠点の分

散、代替施設の整備等による代替性の確保に努める。 

Ｐ３６ 

第２編第４章 

１ 国民保護措置に関する啓発  

(１) 啓発の方法 

市は、都及び関係機関と連携しつつ、住民、地域の団体、事業者等に

対し、広報誌、パンフレット、テレビ、インターネット等の様々な媒体

を活用して、国民保護措置の重要性について継続的に啓発を行うととも

に、住民向けの研修会、講演会等を実施する。 

１ 国民保護措置に関する啓発  

(１) 啓発の方法 

市は、都及び関係機関と連携しつつ、住民、地域の団体、事業者等に

対し、広報誌、パンフレット、テレビ、インターネット等の様々な媒体

を活用して、国民保護措置の重要性について継続的に啓発を行うととも

に、住民向けの研修会、講演会等を実施する。 
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また、高齢者、障害者、外国人等に対しては、点字や外国語を使用し

た広報媒体を使用するなど実態に応じた方法により啓発を行う。 

その際、防災の取組みを含め、功労のあった者の表彰などにより、国

民保護に関する住民への浸透を図る。 

なお、東京消防庁（府中消防署）は、消防団、東京消防庁災害時支援

ボランティア、自主防災組織等と連携し、地域住民へ応急救護、避難等

の普及・啓発を行う。 

２ 住民がとるべき行動等に関する啓発  

② 市は、パンフレット等を活用し、都と協力し、武力攻撃事態等に

おいて住民や事業者、学校等の施設管理者による適切な避難行動や

避難誘導等について周知を図る。 

また、市は、日本赤十字社、都、消防機関などとともに、傷病者

の応急手当について普及に努める。 

また、高齢者、障害者、外国人等に対しては、点字や外国語を使用し

た広報媒体を使用するなど実態に応じた方法により啓発を行う。 

その際、防災の取組みを含め、功労のあった者の表彰などにより、国

民保護に関する住民への浸透を図る。 

なお、府中消防署は、消防団、自主防災組織等と連携し、地域住民へ

応急救護、避難等の普及・啓発を行う。 

 

２ 住民がとるべき行動等に関する啓発  

② 市は、都が作成するパンフレット等を活用し、都と協力し、武力

攻撃事態等において住民や事業者、学校等の施設管理者による適切

な避難行動や避難誘導等について周知を図る。 

また、市は、日本赤十字社、都、消防機関などとともに、傷病者

の応急手当について普及に努める。 

Ｐ３８ 

第３編第１章 

【市緊急事態連絡室の構成等】 

 

【市緊急事態連絡室の構成等】 

 

Ｐ３９ 

第３編第１章 

２ 武力攻撃等の兆候に関する連絡があった場合の対応  

市は、国から都を通じて、警戒態勢の強化等を求める通知や連絡があ

った場合や武力攻撃事態等の認定が行われたが市に関して対策本部を

設置すべき指定がなかった場合等において、市長が不測の事態に備えた

即応体制を強化すべきと判断した場合には、防災危機管理課体制を立ち

上げ、又は、緊急事態連絡室を設置して、即応体制の強化を図る。 

２ 武力攻撃等の兆候に関する連絡があった場合の対応  

市は、国から都を通じて、警戒態勢の強化等を求める通知や連絡があ

った場合や武力攻撃事態等の認定が行われたが市に関して対策本部を

設置すべき指定がなかった場合等において、市長が不測の事態に備えた

即応体制を強化すべきと判断した場合には、防災課体制を立ち上げ、又

は、緊急事態連絡室を設置して、即応体制の強化を図る。 
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Ｐ４１ 

第３編第２章 

１ 市対策本部の設置  

(１) 市対策本部の設置の手順 

市対策本部の設置は、次の手順により行う。 

④ 市対策本部の開設 

市対策本部担当者は、中央防災センターに市対策本部を開設する

とともに、市対策本部に必要な各種通信システムの起動、資材の配

置等必要な準備を開始する（特に、関係機関が相互に電話、ＦＡＸ、

電子メール等を用いることにより、通信手段の状態を確認）。 

市長は、市対策本部を設置したときは、市議会に市対策本部を設

置した旨を連絡する。 

１ 市対策本部の設置  

(１) 市対策本部の設置の手順 

市対策本部の設置は、次の手順により行う。 

④ 市対策本部の開設 

市対策本部担当者は、市庁舎１階市民談話室に市対策本部を開設

するとともに、市対策本部に必要な各種通信システムの起動、資材

の配置等必要な準備を開始する（特に、関係機関が相互に電話、Ｆ

ＡＸ、電子メール等を用いることにより、通信手段の状態を確認）。 

市長は、市対策本部を設置したときは、市議会に市対策本部を設

置した旨を連絡する。 

Ｐ４２ 

第３編第２章 

(３) 市対策本部の組織構成及び機能 

市対策本部の組織構成及び各組織の機能は、以下のとおりとする。 

 

(３) 市対策本部の組織構成及び機能 

市対策本部の組織構成及び各組織の機能は、以下のとおりとする。 
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Ｐ４３ 

第３編第２章 

【市の各部における武力攻撃事態における業務】 

 

【市の各部における武力攻撃事態における業務】 
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Ｐ４４ 

第３編第２章 
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Ｐ４５ 

第３編第２章 
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Ｐ４６ 

第３編第２章 

 

 

Ｐ５０ 

第３編第３章 

１ 国・都の対策本部との連携  

(２) 国・都の現地対策本部との連携 

市は、国・都の現地対策本部が設置された場合は、連絡員を派遣する

こと等により、当該本部と緊密な連携を図る。 

また、国の現地対策本部長が武力攻撃事態等合同対策協議会（※）を開

催する場合には、市対策本部として当該協議会へ参加し、国民保護措置

に関する情報の交換や相互協力に努めるものとする。 

１ 国・都の対策本部との連携  

(２) 国・都の現地対策本部との連携 

市は、国・都の現地対策本部が設置された場合は、連絡員を派遣する

こと等により、当該本部と緊密な連携を図る。 

また、運営が効率的であると判断される場合には、必要に応じて、都・

国と調整の上、共同で現地対策本部を設置し、適宜情報交換等を行うと

ともに、共同で現地対策本部の運用を行う。 

Ｐ５０ 

（フッター） 

第３編第３章 

（※）国の現地対策本部長は、国民保護措置に関する情報を交換し、それ

ぞれの実施する国民保護措置について相互に協力するため、必要に応

じ、現地対策本部と関係地方公共団体の国民保護対策本部等による武力

攻撃事態等合同対策協議会を開催するものとされている。 

（追加） 

Ｐ５１ 

第３編第３章 

３ 自衛隊の部隊等の派遣要請の求め等  

① 市長は、国民保護措置を円滑に実施するため必要があると認める

ときは、都知事に対し、自衛隊の部隊等の派遣要請を行うよう求める（国

民保護等派遣）。 

また、通信の途絶等により都知事に対する自衛隊の部隊等の派遣要請

の求めができない場合は、努めて自衛隊東京地方協力本部長又は市の協

３ 自衛隊の部隊等の派遣要請の求め等  

① 市長は、国民保護措置を円滑に実施するため必要があると認める

ときは、都知事に対し、自衛隊の部隊等の派遣要請を行うよう求める（国

民保護等派遣）。 

また、通信の途絶等により都知事に対する自衛隊の部隊等の派遣要請

の求めができない場合は、努めて自衛隊東京地方協力本部長又は市の協
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議会委員たる隊員を通じて、陸上自衛隊にあっては東部方面総監、海上

自衛隊にあっては横須賀地方総監、航空自衛隊にあっては作戦システム

運用隊司令を介し、防衛大臣に連絡する。 

議会委員たる隊員を通じて、陸上自衛隊にあっては東部方面総監、航空

自衛隊にあっては防空指揮群司令を介し、防衛大臣に連絡する。 

Ｐ５４ 

第３編第４章 

【国民保護法における国民の権利利益の救済に係る手続項目一覧】（再掲） 

 

【国民保護法における国民の権利利益の救済に係る手続項目一覧】（再掲） 

 

Ｐ６０ 

第３編第６章 

【都国民保護計画の仕組み図】 

 

 

【都国民保護計画の仕組み図】 
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Ｐ６０ 

第３編第６章 

２ 警報の内容の伝達方法  

① 警報の内容の伝達方法については、当面の間は、現在、市が保有

する伝達手段に基づき、原則として以下の要領により行う。 

ア 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認められる

地域」に市が含まれる場合 

この場合においては、原則として、J-ALERT（全国瞬時警報シ

ステム）により同報系防災行政無線で国が定めたサイレンを最大

音量で吹鳴して住民に注意喚起した後、武力攻撃事態等において

警報が発令された事実等を周知する。 

２ 警報の内容の伝達方法  

① 警報の内容の伝達方法については、当面の間は、現在、市が保有

する伝達手段に基づき、原則として以下の要領により行う。 

ア 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認められる

地域」に市が含まれる場合 

この場合においては、原則として、同報系防災行政無線で国が

定めたサイレンを最大音量で吹鳴して住民に注意喚起した後、武

力攻撃事態等において警報が発令された事実等を周知する。 

Ｐ６１ 

第３編第６章 

③ 警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障害者、外国人等

の要配慮者に対する伝達に配慮し、具体的には、要配慮者について、

防災・福祉担当部署との連携の下で避難支援プランを活用するな

ど、要配慮者に迅速に正しい情報が伝達され、避難などに備えられ

るような体制の整備に努める。 

③ 警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障害者、外国人等

に対する伝達に配慮し、具体的には、災害時要援護者について、防

災・福祉担当部署との連携の下で避難支援プランを活用するなど、

災害時要援護者に迅速に正しい情報が伝達され、避難などに備えら

れるような体制の整備に努める。 

Ｐ６４ 

第３編第６章 

２ 避難実施要領の策定   

(１) 避難実施要領のパターンの作成 

市は、都、府中警察署、府中消防署等の関係機関と緊密な意見交換を

行いつつ、複数の避難実施要領のパターンをあらかじめ作成する。その

場合、高齢者、障害者、乳幼児・妊産婦等の要配慮者の避難方法につい

て配慮する。 

２ 避難実施要領の策定   

(１) 避難実施要領のパターンの作成 

市は、都、府中警察署、府中消防署等の関係機関と緊密な意見交換を

行いつつ、複数の避難実施要領のパターンをあらかじめ作成する。その

場合、高齢者、障害者、乳幼児・妊産婦等の避難方法について配慮する。 

Ｐ６４ 

第３編第６章 

(３) 避難実施要領に記載する項目 

⑧ 高齢者、障害者等の要配慮者への対応 

(３) 避難実施要領に記載する項目 

⑧ 高齢者、障害者その他特に配慮を要する者への対応 

Ｐ６５ 

第３編第６章 

(４) 避難実施要領の策定の際における考慮事項 

⑥ 要配慮者の避難方法の決定（避難支援プラン、要配慮者対策班の

設置） 

(４) 避難実施要領の策定の際における考慮事項 

⑥ 災害時要援護者の避難方法の決定（避難支援プラン、災害時要援

護者対策班の設置） 

Ｐ６６ 

第３編第６章 

３ 避難住民の誘導  

(２) 東京消防庁（府中消防署）との連携 

３ 避難住民の誘導  

(２) 東京消防庁との連携 
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Ｐ６７ 

第３編第６章 

(６) 高齢者、障害者等の要配慮者への配慮 

市長は、高齢者、障害者等の要配慮者の避難を万全に行うため、要配

慮者対策班を設置し、都要配慮者対策統括部と連携しつつ、社会福祉協

議会、民生委員、介護保険制度関係者、障害者団体等と協力して、要配

慮者への連絡、運送手段の確保を的確に行う。 

なお、要配慮者の避難に関して、市は、避難場所、避難所等の拠点ま

での運送を支援する。 

(６) 高齢者、障害者等災害時要援護者への配慮 

市長は、高齢者、障害者等の避難を万全に行うため、災害時要援護者

対策班を設置し、都災害要援護者対策総括部と連携しつつ、社会福祉協

議会、民生委員、介護保険制度関係者、障害者団体等と協力して、災害

時要援護者への連絡、運送手段の確保を的確に行う。 

なお、災害時要援護者の避難に関して、市は、避難場所、避難所等の

拠点までの運送を支援する。 

Ｐ６９ 

第３編第６章 

≪該当する事態類型と避難上の留意点≫ 

ア ゲリラ・特殊部隊による攻撃の場合 

(ア) ゲリラ・特殊部隊による攻撃においても、国の対策本部長の

避難措置の指示及び都知事による避難の指示を踏まえて、避難

実施要領を策定し、迅速に避難住民の誘導を実施することが基

本 

≪該当する事態類型と避難上の留意点≫ 

ア ゲリラ・特殊部隊による攻撃の場合 

(ア) ゲリラ・特殊部隊による攻撃においても、対策本部長の避難

措置の指示及び都知事による避難の指示を踏まえて、避難実施

要領を策定し、迅速に避難住民の誘導を実施することが基本 

Ｐ７０ 

第３編第６章 

（弾道ミサイル攻撃の場合の措置の流れ） 

ａ 国の対策本部長は、弾道ミサイルの発射が差し迫っているとの警

報を発令、避難措置を指示 

    国の対策本部長 警報の発令、避難措置の指示 

（その他、記者会見等による国民への情報提供） 

     都 知 事  避難の指示 

 

市   長  避難実施要領の策定 

ｂ 実際に弾道ミサイルが発射されたときは、国の対策本部長がその

都度警報を発令 

（弾道ミサイル攻撃の場合の措置の流れ） 

ａ 対策本部長は、弾道ミサイルの発射が差し迫っているとの警報を

発令、避難措置を指示 

     対策本部長  警報の発令、避難措置の指示 

（その他、記者会見等による国民への情報提供） 

     都 知 事  避難の指示 

 

市   長  避難実施要領の策定 

ｂ 実際に弾道ミサイルが発射されたときは、対策本部長がその都度

警報を発令 

Ｐ７０ 

第３編第６章 

エ 緊急対処事態（大規模テロ等） 

大規模なテロ等（緊急対処事態）への対処で記述 

エ 緊急対処事態（大規模テロ等） 

緊急対処事態（大規模テロ等）への対処で記述 

Ｐ７１ 

第３編第６章 

≪該当する事態類型と避難上の留意点≫ 

緊急対処事態（大規模テロ等（ＮＢＣ攻撃を伴う場合を含む。）） 

大規模なテロ等（緊急対処事態）への対処で記述 

≪該当する事態類型と避難上の留意点≫ 

緊急対処事態（大規模テロ等（ＮＢＣ攻撃を伴う場合を含む。）） 

緊急対処事態（大規模テロ等）への対処で記述 
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Ｐ７２ 

第３編第６章 

(３) 時間的余裕がありかつ局地的な事態の場合 

要避難地域となった市は、避難の指示等に基づき、避難住民を市内の

避難所等まで誘導する。 

 

(３) 時間的余裕がありかつ局地的な事態の場合 

要避難地域となった市は、避難の指示等に基づき、避難住民を市内の

避難所等まで誘導する。 

 

Ｐ７２ 

第３編第６章 

(４) 時間的余裕がありかつ広範囲な事態の場合 

要避難地域となった市は、避難の指示等に基づき、避難住民を一時集

合場所又は避難場所等を経て、他の区市町村（他県）まで誘導する。 

 

(４) 時間的余裕がありかつ広範囲な事態の場合 

要避難地域となった市は、避難の指示等に基づき、避難住民を一時集

合場所又は避難場所等を経て、他の区市町村（他県）まで誘導する。 
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Ｐ７４ 

第３編第７章 

３ 救援の程度及び方法の基準  

市長は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する

法律による救援の程度及び方法の基準」（内閣府告示。以下「救援の程度

及び基準」という。）及び都国民保護計画の内容に基づき救援の措置を行

う。 

市長は、「救援の程度及び基準」によっては救援の適切な実施が困難で

あると判断する場合には、都知事に対し、内閣総理大臣に特別な基準の

設定についての意見を申し出るよう要請する。 

３ 救援の程度及び方法の基準  

市長は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する

法律による救援の程度及び方法の基準」（厚生労働省告示。以下「救援の

程度及び基準」という。）及び都国民保護計画の内容に基づき救援の措置

を行う。 

市長は、「救援の程度及び基準」によっては救援の適切な実施が困難で

あると判断する場合には、都知事に対し、厚生労働大臣に特別な基準の

設定についての意見を申し出るよう要請する。 

Ｐ７５ 

第３編第７章 

(１) 収容施設の供与 

① 避難所 

ア 避難所・二次避難所の開設、運営 

市は、当該区域内が避難先地域となった場合、都との調整に基

づき、避難先地域内に避難所を開設する。 

その際には、女性や要配慮者の視点に配慮した避難所運営に努

める。 

（都があらかじめ指定する大規模な施設を避難所とする場合は

都が開設） 

(１) 収容施設の供与 

① 避難所 

ア 避難所・二次避難所の開設、運営 

市は、当該区域内が避難先地域となった場合、都との調整に基

づき、避難先地域内に避難所を開設する。 

（追加） 

（都があらかじめ指定する大規模な施設を避難所とする場合は

都が開設） 

Ｐ７６ 

第３編第７章 

② 応急仮設住宅等の設置、運営 

市は、避難が長期に及ぶ場合や復帰後も本来の住居が使用できな

い場合などにおいて、都が設置する応急仮設住宅に関し、入居者の

募集、選定及び入居者管理を行う。 

② 応急仮設住宅等の設置、運営 

市は、避難が長期に及ぶ場合や復帰後も本来の住居が使用できな

い場合などにおいて、都が設置する長期避難住宅及び応急仮設住宅

に関し、入居者の募集、選定及び入居者管理を行う。 

Ｐ７７ 

第３編第７章 

③ 患者の搬送 

市は都と協力し、被災現場や避難場所・避難所から医療救護所ま

で患者を搬送する。 

医療救護所から災害拠点病院等の医療施設への患者搬送につい

ては、都と連携して実施する。 

なお、医療施設への搬送は、状況に応じて次により行う。 

③ 患者の搬送 

市は都と協力し、被災現場や避難場所・避難所から医療救護所ま

で患者を搬送する。 

医療救護所から災害拠点病院等の後方医療施設への患者搬送に

ついては、都と連携して実施する。 

なお、後方医療施設への搬送は、状況に応じて次により行う。 
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Ｐ７７ 

第３編第７章 

 (９) 行方不明者の捜索及び遺体の取扱い 

市は、武力攻撃等により新たな被害を受けるおそれがない場合、警視

庁、東京消防庁が中心となって行う行方不明者の捜索に協力する。 

市は、警視庁等関係機関と連携して、遺体収容所の開設、遺体の搬送、

収容及び処理等を行う。 

市は、遺体の処理の時期や場所、遺体の処理方法（遺体の洗浄、縫合、

消毒等、一時保存及び検案等の措置）等について、都、警視庁等と必要

な調整を行う。 

 (９) 行方不明者の捜索及び死体の処理 

市は、警視庁、東京消防庁が中心となって行う行方不明者の捜索に協

力する。 

市は、警視庁等関係機関と連携して、死体収容所の開設、死体の搬送、

収容及び処理等を行う。 

市は、死体の処理の時期や場所、死体の処理方法（死体の洗浄、縫合、

消毒等、一時保存及び検案等の措置）等について、都、警視庁等と必要

な調整を行う。 

Ｐ８０ 

第３編第８章 

２ 都に対する報告  

市は、都への報告に当たっては安否情報システムで行い、安否情報シ

ステムが利用できない場合には、原則として、省令様式第３号に必要事

項を記載した書面（電磁的記録を含む。）により都に送付する。ただし、

事態が急迫している場合などこれらの方法によることができない場合

は、口頭や電話などでの報告を行う。 

２ 都に対する報告  

市は、都への報告に当たっては、原則として、省令様式第３号に必要

事項を記載した書面（電磁的記録を含む。）により都に送付する。ただ

し、事態が急迫している場合などこれらの方法によることができない場

合は、口頭や電話などでの報告を行う。 

Ｐ８２ 

第３編第９章 

２ 武力攻撃災害の兆候の通報  

市長は、武力攻撃災害の兆候を発見した者、消防吏員、警察官から通

報を受けた場合において、武力攻撃災害が発生するおそれがあり、これ

に対処する必要があると認めるときは、速やかにその旨を都知事に通知

する。 

２ 武力攻撃災害の兆候の通報  

市長は、武力攻撃災害の兆候を発見した者、東京消防庁職員、警察官

から通報を受けた場合において、武力攻撃災害が発生するおそれがあ

り、これに対処する必要があると認めるときは、速やかにその旨を都知

事に通知する。 

Ｐ８９ 

第３編第９章 

(４) 汚染原因に応じた対応 

② 生物剤による攻撃の場合 

市は、関係機関が行う汚染の原因物質の特定等に資する情報収集

などの活動を行う。 

また、警察等の関係機関及び保健所と連携して、消毒等の必要な

措置を行う。 

市生活環境部は、生物剤を用いた攻撃の特殊性に留意し、生物剤

の散布等による攻撃の状況について、通常の被害の状況等の把握の

方法とは異なる点にかんがみ、市福祉保健部等と緊密な連絡を取り

(４) 汚染原因に応じた対応 

② 生物剤による攻撃の場合 

市は、関係機関が行う汚染の原因物質の特定等に資する情報収集

などの活動を行う。 

また、警察等の関係機関及び保健所と連携して、消毒等の必要な

措置を行う。 

市環境安全部は、生物剤を用いた攻撃の特殊性に留意し、生物剤

の散布等による攻撃の状況について、通常の被害の状況等の把握の

方法とは異なる点にかんがみ、市福祉保健部等と緊密な連絡を取り
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合い、厚生労働省を中心とした一元的情報収集、データ解析等サー

ベランス（疾病監視）による感染源及び感染地域への作業に協力す

る。 

合い、厚生労働省を中心とした一元的情報収集、データ解析等サー

ベランス（疾病監視）による感染源及び感染地域への作業に協力す

る。 

Ｐ９４ 

第３編第 11 章 

１ 保健衛生の確保  

(１) 保健衛生対策 

市は、巡回健康相談等を行うため、保健師班を編成して避難所等に派

遣し、都は要請に基づき区市町村の支援及び補完を行う。 

この場合において、高齢者、障害者等の要配慮者の心身双方の健康状

態には特段の配慮を行う。 

１ 保健衛生の確保  

(１) 保健衛生対策 

市は、避難先地域において、都と協力し、巡回健康相談等を行うため、

保健師班を編成して避難所等に派遣する。 

この場合において、高齢者、障害者その他特に配慮を要する者の心身

双方の健康状態には特段の配慮を行う。 

Ｐ９４～９５ 

第３編第 11 章 

２ 廃棄物の処理  

(１) 廃棄物処理対策 

① 市は、地域防災計画の定めに準じて、「災害廃棄物対策指針」（環

境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部作成）等を参考としつつ、

廃棄物処理体制を整備する。 

② 市は、廃棄物関連施設などの被害状況の把握を行うとともに、処

理能力が不足する、または不足すると予想される場合については、

都に対して他の区市町村との応援等にかかる要請を行う。 

  また、非常時には、隣接市、地域ブロック等との相互支援により

廃棄物の処理を図れるように、平時より連携体制の構築に努める。 

 

 

(２) 廃棄物処理の特例 

① 市は、環境大臣が指定する特例地域においては、都と連携し廃棄

物の処理及び清掃に関する法律に基づく廃棄物処理業の許可を受

けていない者に対して、必要に応じ、環境大臣が定める特例基準に

定めるところにより、廃棄物の収集、運搬又は処分を業として行わ

せる。 

② 市は、①により廃棄物の収集、運搬又は処分を業として行う者に

２ 廃棄物の処理  

(１) 廃棄物処理の特例 

① 市は、環境大臣が指定する特例地域においては、都と連携し廃棄

物の処理及び清掃に関する法律に基づく廃棄物処理業の許可を受

けていない者に対して、必要に応じ、環境大臣が定める特例基準に

定めるところにより、廃棄物の収集、運搬又は処分を業として行わ

せる。 

② 市は、①により廃棄物の収集、運搬又は処分を業として行う者に

より特例基準に適合しない廃棄物の収集、運搬又は処分が行われた

ことが判明したときは、速やかにその者に対し、期限を定めて廃棄

物の収集、運搬又は処分の方法の変更その他の必要な措置を講ずべ

きことを指示するなど、特例基準に従うよう指導する。 

(２) 廃棄物処理対策 

① 市は、地域防災計画の定めに準じて、「震災廃棄物対策指針」（厚

生省生活衛生局作成）等を参考としつつ、廃棄物処理体制を整備す

る。 

② 市は、廃棄物関連施設などの被害状況の把握を行うとともに、処

理能力が不足する、または不足すると予想される場合については、

都に対して他の区市町村との応援等にかかる要請を行う。 
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より特例基準に適合しない廃棄物の収集、運搬又は処分が行われた

ことが判明したときは、速やかにその者に対し、期限を定めて廃棄

物の収集、運搬又は処分の方法の変更その他の必要な措置を講ずべ

きことを指示するなど、特例基準に従うよう指導する。 

 

Ｐ１０２ 

第５編 

第５編 大規模なテロ等（緊急対処事態）への対処 

 

第５編 緊急対処事態（大規模テロ等）への対処 

 

Ｐ１０２ 

第５編 

想定される事態類型 

 

想定される事態類型 

 

Ｐ１０４ 

第５編第１章 

１ 危機管理体制の強化  

(２) 「地域版パートナーシップ」を活用した連携体制 

 市は、「地域版パートナーシップ」を活用し、警視庁（府中警察署）、

関係行政機関、民間事業者と連携して、テロに対する危機意識の共有や

大規模テロ発生時における協働対処体制の強化に取り組む。 

(３) 医療機関、大学及び研究機関等との連携 

① 市は、大規模テロ等の発生時に迅速かつ的確に医療を提供するた

め、市に所在する医療機関等の専科・病床数等を把握するとともに、

人的・物的なネットワーク及び協力関係の構築に努める。 

１ 危機管理体制の強化  

（追加） 

(２) 医療機関、大学及び研究機関等との連携 

① 市は、大規模テロ等の発生時に迅速かつ的確に医療を提供するた

め、市に所在する医療機関等の専科・病床数等を把握するとともに、

人的・物的なネットワーク及び協力関係の構築に努める。 



- 27 - 

該当頁 新（修正案） 旧（現行） 

② 市は、大規模テロ等の発生時に迅速かつ的確に知的資源を活用す

るため、市に所在する大学・研究機関等の危機管理に関する人材・

情報等を把握するとともに、協力関係の構築に努める。 

(４) 市が管理する施設、大規模集客施設及びライフライン施設等の危

機管理の強化 

市は、都及び警察・消防・自衛隊等関係機関等と協力し、施設管理者

が行う危機管理体制の強化や訓練に関して指導・助言を行う。 

この際、施設内の人々への正確な情報伝達・指示、避難誘導等の初動対

処を重視する。 

２ 対処マニュアルの整備  

(１) テロ等の類型に応じた対処マニュアルの整備 

市の特性を踏まえ、各種対処マニュアルを整備する。 

② 市は、大規模テロ等の発生時に迅速かつ的確に知的資源を活用す

るため、市に所在する大学・研究機関等の危機管理に関する人材・

情報等を把握するとともに、協力関係の構築に努める。 

(３) 市が管理する施設、大規模集客施設及びライフライン施設等の危

機管理の強化 

市は、都及び警察・消防・自衛隊等関係機関等と協力し、施設管理者

が行う危機管理体制の強化や訓練に関して指導・助言を行う。 

この際、施設内の人々への正確な情報伝達・指示、避難誘導等の初動対

処を重視する。 

２ 対処マニュアルの整備  

(１) テロ等の類型に応じた対処マニュアルの整備 

市は、都が作成する各種対処マニュアル及び市の特性を踏まえ、各種

対処マニュアルを整備する。 

Ｐ１０８ 

第５編第３章 

１ 市対策本部の設置指定が行われている場合  

② 市は、警察・消防・自衛隊等関係機関との連携を強化し、緊急対

処保護措置を迅速的確に行うため、必要に応じて市緊急対処事態現

地対策本部等を設置する。 

  また、国の現地対策本部長が緊急対処事態合同対策協議会（※）を

開催する場合には、市対策本部として当該協議会へ参加し、緊急対

処保護措置に関する情報の交換や相互協力に努めるものとする。 

１ 市対策本部の設置指定が行われている場合  

② 市は、警察・消防・自衛隊等関係機関との連携を強化し、緊急対

処保護措置を迅速的確に行うため、必要に応じて市緊急対処事態現

地対策本部等を設置する。 

（追加） 

Ｐ１０８ 

（フッター） 

第５編第３章 

（＊）国の現地対策本部長は、緊急対処保護措置に関する情報を交換し、

それぞれの実施する緊急対処保護措置について相互協力するため、必要

に応じ、現地対策本部と関係地方公共団体の緊急対処事態対策本部等に

よる緊急対処事態等合同対策協議会を開催するものとされている。 

（追加） 

Ｐ１１３ 

第５編第４章 

 ④ 汚染への対処 

   市は、都及び警察・消防・自衛隊等関係機関と連携し、汚染（予

想）区域への立入制限、汚染（予想）区域に所在する住民等の非汚

染区域への避難誘導を適切に行う。 

 ④ 汚染への対処 

   市は、都及び警察・消防・自衛隊等関係機関と連携し、汚染（予

想）区域への立入制限、汚染（予想）区域に所在する住民等の非汚

染区域への避難誘導を適切に行う。 
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   また、市は都及び自衛隊等関係機関が実施する除染及び汚水の処

理等に協力する。 

   この際、市は都と連携して避難住民等（運送に使用する車両及び

その乗務員を含む。）の避難退域時検査及び簡易除染その他放射性

物質による汚染の拡大を防止するために必要な措置を講じる。 

   また、市は都及び自衛隊等関係機関が実施する除染及び汚水の処

理等に協力する。 

（追加） 

Ｐ102～Ｐ115 

（ヘッダー） 

第５編 

第５編 大規模なテロ等（緊急対処事態）への対処 第５編 緊急対処事態（大規模テロ等）への対処 

 


